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人口の推移（東京都） 

（注） （ ）内は総人口。１万人未満を四捨五入しているため、内訳の合計値と一致しない場合がある。 

出典：総務省「国勢調査」[昭和５５年～平成２７年]、東京都政策企画局による推計[平成３２年～４７年] 

東京都における高齢化率は、総人口がピークを迎える平成３７年には２３．３％であり、平成４２ 年には２４．３％

とおよそ 4人に1人が高齢者になると推計されます。 
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高齢者人口の推移（東京都） 

出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口 出生中位（死亡中位）推計（全国）」（平成29年推
計）、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成25年3月） 

後期高齢者の割合は年々上昇し、平成32年には後期高齢者が前期高齢者人口を上回ります。 
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高齢者人口（６５歳以上）の増加率・増加数（都道府県比較） 

出典：総務省「国勢調査」[平成27年]、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将
来推計人口」（平成25年3月） 

平成27年から平成37年までの10年間で東京都の高齢者人口は31.7万人増加し、増加率10.5％で都道府県中 
11位となっています。 
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高齢者人口（７５歳以上）の増加率・増加数（都道府県比較） 

出典：総務省「国勢調査」[平成27年]、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将
来推計人口」（平成25年3月） 

平成27年から平成37年までの10年間で東京都の高齢者人口は54万人増加し、増加率37.6％で都道府県中 
12位となっています。なお、前期高齢者人口が減少するため、後期高齢者人口の増加数が高齢者人口の増加
数を超えています。 
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後期高齢者人口推移（都道府県比較） 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口 平成25年3月」をもとに作成 

後期高齢者人口の推移をみると、平成２２年から平成３７年にかけては、東京都など大都市部での著しい増加
がみられます。続く平成３７年から平成５２年にかけては、全国的に微増・減少傾向がみられる中、東京都は依
然増加していく予想となっています。 
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【都道府県別 後期高齢者人口推移】 
平成２２年（２０１０年） 
 →平成３７年（２０２５年） 

【都道府県別 後期高齢者人口推移】 
平成３７年（２０２５年） 
 →平成５２年（２０４０年） 



世帯数の推移（東京都） 

注釈：1万世帯未満を四捨五入しているため、内訳の合計値と一致しない場合がある。 

出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計」（平成26年4月） 

都における高齢者世帯は増加傾向が続く予測となっており、高齢者単独世帯が高齢者夫婦世帯数を上回って
推移しています。 
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第１号被保険者数の認定率の推移（東京都） 

東京都における要介護（要支援）認定者数は増加し、要介護率も上昇傾向にあります。 

出典：東京都福祉保健局「介護保険事業状況報告（月報）」、厚生労働省「介護保険事業状況報告（月報）全国」暫定版 
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年齢階級別 要支援・要介護認定者数と認定率（東京都） 

後期高齢者の要介護認定率（33.0％）は、前期高齢者の要介護認定率（4.7％）の約７倍です。 

出典：厚生労働省「介護給付費実態調査（平成２９年１月審査分）」、東京都総務局「住民基本台帳による東京都の世帯と人口（平成２９年１月）」、 

    総務省「人口推計」（平成２９年１月暫定値） 
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平成37年には、認知症高齢者は約56万人、そのうち見守りや支援が必要な人は約42万人 

<推計方法> 平成37年の人口（平成28年12月推計）に、性・年齢別（5歳刻み）の認知症出現率をかけて推計 

認知症高齢者の推計 

見守り又は支援が必要な認知症高齢者の推計 

前回調査結果 
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出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部「認知症高齢者数等の分布調査」（平成２９年３月） 
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認知症高齢者の推計（東京都） 



認知症高齢者のうち、約６割が居宅、次に医療機関、指定介護老人福祉施設が多い 

認知症高齢者の居所内訳 
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11 出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部「認知症高齢者数等の分布調査」（平成２９年３月） 

認知症高齢者の居所（東京都） 



認知症が疑われる人がいる世帯の状況（東京都） 

出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部「認知機能や生活機能の低下が見られる地域在宅高齢者の実態調査報告書」（平成26年5月） 

在宅で生活している認知症が疑われる人がいる世帯の状況をみると、 合計４６％の世帯が「一人暮らし」（高齢

単独世帯）、「夫婦のみ世帯」（高齢夫婦世帯）となっています。 
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高齢者の所得（東京都） 

出典：東京都福祉保健局総務部 福祉保健基礎調査「高齢者の生活実態」（平成27年度） 

年収150万円未満の高齢者が、全体の30～40％を占めています。 
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高齢期における住居の状況（東京都） 

出典：総務省「国勢調査」（平成27年） 

東京都では、持ち家の割合が全国よりも低く、民営の借家の割合が高い状況にあります。特に65歳以上単独世
帯では、約5割が借家で、そのうち民営の借家が約3割を占めています。 
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1.7% 

4.9% 

22.9% 

29.9% 

6.2% 

8.9% 

10.7% 

16.9% 

0.3% 

0.4% 

0.2% 

0.5% 

0.2% 

0.4% 

1.2% 

1.7% 

0.4% 

0.6% 

0.5% 

0.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【全国】 

【都】 

【全国】 

【都】 

【全国】 

【都】 

持ち家 公営の借家 都市再生機構・公社の借家 民営の借家 給与住宅 間借り 

65歳以上

世帯員が
いる一般
世帯 

いずれか
が65歳以

上の夫婦
のみ世帯 

65歳以上
単独世帯 



希望する高齢期の住まい（介護が必要にならないうち）（東京都） 

出典：東京都福祉保健局総務部 福祉保健基礎調査「高齢者の生活実態」（平成27年度） 

介護が必要にならないうちに希望する住まいとして「現在の住宅に住み続けたい」という方が全体のおよそ４分
の３を占めています。 
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75.4% 

2.3% 

2.3% 

7.0% 

2.4% 

1.3% 

9.2% 

1．現在の住宅に住み続けたい 

2．子供や親族の家またはその近くの一般の住

宅に移りたい 

3．有料老人ホームに入居したい 

4．高齢者向け住宅（サービス付き高齢者向け

住宅など）に 

入居したい 

5．上記2～4以外の一般の住宅に移りたい 

（自然環境のよいところ、生まれ育ったところな

ど） 

6．その他 

7．わからない 

総数=3,565人 



希望する高齢期の住まい（介護が必要になったとき）（東京都） 

介護が必要になったときに希望する住まいとして「現在の住宅に住み続けたい」という方は、全体の半数を超え
ています。 

16 出典：東京都福祉保健局総務部 福祉保健基礎調査「高齢者の生活実態」（平成27年度） 

53.4% 

2.5% 

6.6% 

8.9% 

14.1% 

1.1% 

1.1% 

12.2% 

1.現在の住宅に住み続けたい 

2.子供や親族の家またはその近くの一般の住宅に

移りたい 

3.有料老人ホームに入居したい 

4.高齢者向け住宅（サービス付き高齢者向け住宅な

ど）に 

入居したい 
5.介護保険で入所できる施設（特別養護老人ホーム

など）に入所したい 

6.上記2～5以外の一般の住宅に移りたい 

（自然環境のよいところ、生まれ育ったところなど） 

7.その他 

8.わからない 

総数=4,071人 



○ 居住支援協議会を設置している自治体は１１．３％（７自治体） 

○ 半数の自治体で、福祉部局が高齢者の住まい施策を主に担当 
○ ４分の３の自治体が、他部署・他機関と連携している 

◎設置済み区市町村 計７自治体 
 千代田区、江東区、杉並区、豊島区、板橋区、 
 八王子市、調布市 
 
◎設置予定 計６自治体 
 文京区、世田谷区、日野市、狛江市、多摩市、 
 西東京市 
 
◎設置を検討中 計１２自治体 
 品川区、渋谷区、荒川区、練馬区、足立区、 
 葛飾区、立川市、武蔵野市、青梅市、 
 国分寺市、国立市、瑞穂町 

17 
出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部「区市町村における高齢者の住まい施策に関する調査」（平成２９年３月） 

区市町村における高齢者の住まい施策への取組体制（東京都） 



○ 高齢者の住まいに関する課題については、全体としては「民間賃貸住宅の活用」が２１．５％であった。 
○ 区市町村別にみると、「民間賃貸住宅の活用」以外では、区部では「低廉な家賃の民間賃貸住宅の不足」、市部では「住み替

え先の確保」、町村部では「見守りや互助の仕組み」「低廉な生活支援サービス不足」といった回答も高水準であった。 

18 
出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部「区市町村における高齢者の住まい施策に関する調査」（平成２９年３月） 

高齢者の住まいに関する課題（東京都） 
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サービス付き高齢者向け住宅の地域分布（東京都） 

 登録戸数は区東北部、南多摩部で特に多く、区部では、足立区、世田谷区、板橋区、 
 市部では八王子市、町田市、立川市で多くなっています。 

出典：サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム 

303  

718  

1,361  

394  

1,851  

2,313  

369  

322  

1,892  

1,041  

747  

1,123  

区中央部 

区南部 

区西南部 

区西部 

区西北部 

区東北部 

区東部 

西多摩 

南多摩 

北多摩西部 

北多摩南部 

北多摩北部 

豊島区・北区・板橋区・練馬区 

荒川区・足立区・葛飾区 

八王子市・町田市・日野市・多摩市・稲城市 
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サービス付き高齢者向け住宅入居者の状況（東京都） 

基準日時点の平均要介護度は1.61であり、25.8%が要介護度３以上です。また、全入居者の38.2％が認知症高
齢者で、１割は日常生活自立度Ⅲ・Ⅳ・Mに該当します。 

出典：東京都都市整備局 「平成28年度サービス付き高齢者向け住宅実態調査」（平成28年） 

非該当 
19.7% 

要支援1 
8.4% 

要支援2 
7.4% 要介護1 

19.9% 

要介護2 
17.5% 

要介護3 
11.3% 

要介護4 
8.8% 

要介護5 
5.8% 

不明 
1.3% 

n=7,507 

自立 
61.8% 

Ⅰ 
9.3% 

Ⅱ 
11.0% 

Ⅲ 
6.8% 

Ⅳ 
2.8% 

M 
0.7% 

自立度不明 
7.5% 

n=7,507 

平均要介護度：1.61 
（入居時1.47） 

日常生活自立度 



特別養護老人ホームの整備 

注釈：平成29年度以降の完成数は見込 

出典：高齢社会対策部調査 

○ 常時介護を必要とし、在宅生活が困難な高齢者の施設 

○ ２０２５年度末までに定員６０，０００人分の特別養護老人ホームを整備 

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 

34,038  
35,387  36,650  36,833  

38,213  
40,084  40,497  

43,046  
45,516  45,016  

47,057  
49,588  

34,143  
34,606  34,933  

36,129  37,076  
38,325  

39,917  41,340  
42,898  43,885  45,916  

47,467  

介護保険事業支援計画 

年度末完成数 

特別養護老人ホームの整備計画と実績（定員（人）） 

2025年度末 

目標 60,000人 
 
今後必要整備数 
14,084人 
必要整備数（年） 
1,565人 

第３期 第４期 第５期 第６期 
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介護老人保健施設の整備 

○ 急性期の治療後、在宅生活への復帰を目指す要介護高齢者に対し、看護、介護、医療、日常生活上の世話を 
  行う施設 
○ ２０２５年度末までに定員３０，０００人分の介護老人保健施設を整備 

第３期 第４期 第５期 第６期 

注釈：平成29年度以降の完成数は見込 
出展：高齢社会対策部調査 

介護老人保健施設の整備計画と実績（定員（人）） 

2025年度末 
目標 30,000人 
 
今後必要整備数 
8,875人 
 
必要整備数（年） 
986人 
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認知症高齢者グループホームの整備 

注釈：平成29年度の開設数は5月1日現在 

出典：高齢社会対策部調査 

○ 家庭的な環境と地域住民との交流の下で、認知症高齢者の安定的な生活を支援する施設 
○ ２０２５年度末までに定員２０，０００人分の認知症高齢者グループホームを整備 

認知症高齢者グループホームの整備計画と実績（定員（人）） 

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 

5,029  
5,902  6,573  6,084  

7,037  

7,883  
7,788  

8,955  

9,883  10,016  10,996  

12,087  

3,474  
3,864  

4,294  
4,789  

5,698  
6,743  

7,869  

8,582  
9,497  9,896  

10,260  10,317  

介護保険事業支援計画 

年度末開設数 

第3期 第4期 第5期 第６期 第３期 第４期 第５期 

2025年度末 
目標 20,000人 
 
今後必要整備数 
9,740人 
必要整備数（年） 
1,082人 
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特別養護老人ホームへの入所申込等に関する調査の結果について（概要） 

○ 都は、東京都高齢者保健福祉計画の策定の基礎資料とするため、3年ごとに本調査を実施 

○ 介護保険制度の改正により、平成27年4月1日以降の入所対象者は、原則として、 
要介護3以上に限定（従前は要介護1以上） 

○ 入所の必要性が高いと考えられる「在宅・要介護3以上かつ優先度高」の申込者は、 
前回調査と比較して約36％減少 

• 1人で複数の施設に申し込んでいる場合は名寄せ（重複控除） 

• 「優先度高」とは、都が策定したガイドラインをもとに、区市町村や 
施設において、介護の必要の程度や家族・住居の状況等を勘案 
し、入所の優先度が高いと判定された申込者 

平成25年度調査結果（前回） 

優先度高 
6,137人 

入所申込者数 43,384人 

在宅・要介護３以上 
14,687人 

平成28年度調査結果 

優先度高 
3,956人 

入所申込者数 30,717人 

在宅・要介護３以上 
11,224人 

 （参考） 
 平成28年4月1日時点施設定員 43,390人 
 平成27年度中の新規入所者   13,610人 

約29％ 減少 

約24％ 減少 

約36％ 減少 
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東京都における特別養護老人ホームへの入所申込者数の状況 

（※1）調査基準日時点で、認定申請中や期限切れの方など。 

（※2）介護保険制度の改正により、平成27年4月1日以降の入所対象者は原則として要介護3以上に限定されたが、要介護1または2であっても、認知症で日常 
   生活に支障を来すような症状等が頻繁に見られるなど、居宅において日常生活を営むことが困難な場合には、特例的に入所が認められている。 

（※3）介護老人保健施設、病院、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅などに入居等している方。 

【調査基準日：平成28年4月1日】 

単位
介護度不明
(※1）

要介護１
（※2）

要介護２
（※2）

要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計
（参考）
平成25年度

人 57 2,095 3,750 9,093 8,881 6,841 30,717 43,384

% 0.2% 6.8% 12.2% 29.6% 28.9% 22.3% 100.0% 100.0%

人 10 232 541 2,447 3,525 3,575 10,330 15,608

% 0.0% 0.8% 1.8% 8.0% 11.5% 11.6% 33.6% 36.0%

人 31 1,247 2,118 4,847 3,773 2,604 14,620 21,839

% 0.1% 4.1% 6.9% 15.8% 12.3% 8.5% 47.6% 50.3%

人 0 114 273 1,220 1,423 1,313 4,343 7,127

% 0.0% 0.4% 0.9% 4.0% 4.6% 4.3% 14.1% 16.4%

人 26 848 1,632 4,246 5,108 4,237 16,097 21,545

% 0.1% 2.8% 5.3% 13.8% 16.6% 13.8% 52.4% 49.7%

人 10 118 268 1,227 2,102 2,262 5,987 8,481

% 0.0% 0.4% 0.9% 4.0% 6.8% 7.4% 19.5% 19.5%

うち在宅でない方
（※3）

うち優先度高

うち優先度高

うち優先度高

全体

うち在宅の方
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特別養護老人ホーム（従来型／ユニット型の経営状況） 

○ 入所利用率は従来型で94.2％、ユニット型で95.3％となっており、従来型は全国を若干下回る。 
○ 収益面では入所者1人1日当たりサービス活動収益が、従来型・ユニット型ともに全国を上回った。 
  これには、都の介護報酬の地域区分が高いことや、都の経営支援補助金が寄与 
○ 一方、費用面では、従事者1人当たり人件費が、従来型・ユニット型ともに全国を上回り、人件費率も従来型 
   （66.6％）、ユニット型（65.1％）となっている。 
○ この結果、サービス活動収益対サービス活動増減差額比率（以下「利益率」）は、従来型（1.8％）、ユニット 
   型（4.3％）となり、全国を下回る結果となった。 

    従来型 ユニット型 
   区 分    東京都 全国 差 東京都 全国 差 

    n=191 n=1,768 東京都-全国 n=56 n=1,936 東京都-全国 

機能性               

入所定員数 人 88.4 71.0 17.4 85.5 59.9 25.6 

入所利用率 % 94.2 95.6 △ 1.4 95.3 95.0 0.3 

平均要介護度 ― 3.91 3.92 △ 0.01 3.87 3.76 0.11 

入所者1人1日当たりサービス活
動収益 

円 12,951 11,463 1,488 14,470 13,459 1,011 

従事者の状況 

入所者10人当たり従事者数 人 6.4 6.3 0.1 7.3 7.6 △ 0.3 

うち介護職員 人 4.2 4.1 0.1 5.2 5.4 △ 0.2 

うち看護職員 人 0.6 0.6 0.0 0.6 0.6 △ 0.0 

従事者1人当たり人件費 千円 4,190 3,734 456 4,326 3,496 830 

収支の状況               

サービス活動増減差額比率 % 1.8 2.2 △ 0.4 4.3 5.7 △ 1.3 

人件費率 % 66.6 65.2 1.4 65.1 61.5 3.6 

経費率 % 28.9 28.5 0.4 24.8 25.0 △ 0.1 

減価償却費率 % 2.6 4.0 △ 1.4 5.6 7.5 △ 1.9 

赤字割合 % 35.1 38.1 △ 3.0 25.0 31.9 △ 6.9 
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特別養護老人ホーム（赤字／黒字施設＜従来型＞の比較） 

○ 従来型の赤字施設は、黒字施設と比べて定員規模は同程度なものの入所者利用率は1.6Ｐ下回った。 
○ 収益面では入所者の要介護度にほぼ差がないにもかかわらず、入所者1人1日当たりサービズ活動収益 
   は赤字施設が黒字施設を下回った。 
○ 費用面では、赤字施設の方が従事者1人当たり人件費が高く、その結果、人件費率が70.4％と黒字施設 
   （64.7％）を大きく上回っており、このことが赤字の大きな要因となっている。 
○ 赤字施設の人件費率が高い要因は、人件費水準の高さに加え、人件費に見合った収益が得られていない 
   ことにあるため、利用率の向上や新たな加算の取得などによる収益の確保が課題 

    東京都（従来型） 全国（従来型） 
  区  分    黒字施設 赤字施設 差 黒字施設 赤字施設 差 

    n=124 n=67 黒字-赤字 n=1,095 n=673 黒字-赤字 

機能性               

入所定員数 人 89.5 86.4 3.1 73.8 66.6 7.2 

入所利用率 % 94.7 93.1 1.6 95.9 95.0 0.9 

平均要介護度 ― 3.91 3.90 0.01 3.93 3.90 0.03 

入所者1人1日当たりサービス活動収益 円 13,065 12,728 337 11,494 11,408 86 

従事者の状況 

入所者10人当たり従事者数 人 6.3 6.4 △ 0.1 6.1 6.6 △ 0.5 

うち介護職員 人 4.2 4.3 △ 0.1 4.0 4.2 △ 0.2 

うち看護職員 人 0.6 0.6 0.0 0.6 0.6 △ 0.0 

従事者1人当たり人件費 千円 4,148 4,270 △ 123 3,668 3,845 △ 177 

収支の状況               

サービス活動増減差額比率 % 5.3 △ 5.3 10.6 6.6 △ 5.9 12.5 

人件費率 % 64.7 70.4 △ 5.7 62.0 71.0 △ 8.9 

経費率 % 27.5 31.6 △ 4.1 27.5 30.2 △ 2.7 

減価償却費率 % 2.4 3.2 △ 0.8 3.6 4.5 △ 0.9 

27 



特別養護老人ホーム（赤字／黒字施設＜ユニット型＞の比較） 

○ ユニット型の赤字施設は、黒字施設と比べて定員規模が小さい。また、入所者利用率が0.5Ｐ下回っている 
   ことに加え、要介護度も0.19低く、収益面では入所者1人1日当たりサービズ活動収益が黒字施設を下回った。 
○ 費用面では、従事者1人当たり人件費に差はないものの、入所者10人当たり従事者数は赤字施設の方が 
   多く、この結果、人件費率は73.0％と赤字施設（63.3％）を大きく上回っている。  
○ ユニット型の赤字施設においても従来型と同様、人件費に見合った収益を確保するための利用率の向上 
   や新たな加算の取得などによる収益の確保が課題 

    東京都（ユニット型） 全国（ユニット型） 

     区  分    黒字施設 赤字施設 差 黒字施設 赤字施設 差 

    n=42 n=14 黒字-赤字 n=1,319 n=617 黒字-赤字 

機能性               

入所定員数 人 91.0 68.9 22.2 64.2 50.7 13.5 

入所利用率 % 95.4 94.8 0.5 95.8 92.7 3.1 

平均要介護度 ― 3.91 3.73 0.19 3.77 3.74 0.03 

入所者1人1日当たりサービス
活動収益 

円 14,596 13,967 629 13,532 13,254 279 

従事者の状況 

入所者10人当たり従事者数 人 7.2 7.8 △ 0.7 7.4 8.2 △ 0.8 

うち介護職員 人 5.1 5.5 △ 0.4 5.3 5.7 △ 0.5 

うち看護職員 人 0.6 0.6 △ 0.0 0.6 0.6 △ 0.1 

従事者1人当たり人件費 千円 4,326 4,324 2 3,479 3,538 △ 59 

収支の状況               

サービス活動増減差額比率 % 6.9 △ 6.3 13.2 9.7 △ 6.0 15.8 

人件費率 % 63.3 73.0 △ 9.7 58.9 69.0 △ 10.0 

経費率 % 24.2 27.5 △ 3.3 24.1 27.4 △ 3.3 

減価償却費率 % 5.6 5.7 △ 0.1 6.9 9.2 △ 2.3 
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介護老人保健施設の経営状況 

○ 都の老健は、入所利用率および要介護度は全国と同程度であるが、入所定員数が109.8人であり、全国の 
   99.1人に比べて多いという特徴がある。 
○ 収益面では、都は介護報酬の地域区分が高い地域に施設が多く存在していることもあり、利用者1人1日当 
   たり事業収益は、都が14,225円と全国の13,070円を上回った。 
○ 費用面では、従事者1人当たり人件費が全国を上回り、人件費率は62.6%と全国の58.0%を上回っている。 
○ この結果、都の事業収益対事業利益率は3.9%となり、全国の7.0%を3.1ポイント下回った。 

区 分  
  東京都 全国 差 
  n=36 n=1,205 東京都-全国 

機能性 

入所定員数 人 109.8 99.1 10.7 

入所利用率 % 93.1 93.8 △ 0.7 

平均要介護度 ― 3.27 3.22 0.05 

利用者1人1日当たり事業収益 円 14,225 13,070 1,155 

従事者の状況 

入所者100人当たり従事者数 人 59.5 60.3 △ 0.8 

うち医師 人 1.1 1.0 0.1 

うち看護師・准看護師・介護職員 人 41.7 43.2 △ 1.5 

うち支援相談員・PT・OT・ST 人 6.6 7.0 △ 0.4 

従事者1人当たり人件費 千円 5,272 4,417 855 

収支の状況 

事業収益対事業利益率 % 3.9 7.0 △ 3.1 

人件費率 % 62.6 58.0 4.6 

経費率 % 24.4 19.0 5.4 

減価償却費率 % 3.2 4.9 △ 1.7 

赤字割合 % 30.6 18.7 11.9 
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介護老人保健施設（赤字／黒字施設の比較） 

○ 赤字施設は黒字施設に比べて入所定員数が多く、入所利用率が低かった。 
○ 収益面では、赤字施設においては、利用者1人1日当たり事業収益が黒字施設より低かった。黒字施設と 
  赤字施設では地域区分に差がみられなかったことから、加算の取得状況等がこの収益の多寡に影響してい 
  るものと考えられる。 
○ 費用面では、赤字施設の従事者1人当たり人件費は黒字施設ほど高くなかったこともあり、人件費率は黒 
  字施設よりやや低かったものの、経費率や減価償却費率は黒字施設よりも高かった。 
○ 赤字施設においては、入所利用率の向上や利用者1人1日当たり事業収益の増加による収益の拡大が差 
   し当たっての課題。 

    東京都 全国 
区 分    黒字施設 赤字施設 差 黒字施設 赤字施設 差 

    n=25 n=11 黒字-赤字 n=980 n=225 黒字-赤字 
機能性 

入所定員数 人 100.1 131.9 △ 31.8 100.6 92.7 7.9 
入所利用率 % 94.0 91.5 2.5 94.4 90.9 3.5 
平均要介護度 ― 3.31 3.19 0.12 3.23 3.18 0.05 
利用者1人1日当たり事業収益 円 14,875 13,097 1,778 13,069 13,075 △ 6 
従事者の状況 

入所者100人当たり従事者数 人 59.5 59.4 0.1 59.5 64.4 △ 4.9 
うち医師 人 1.2 1.0 0.2 1.0 1.1 △ 0.1 
うち看護師・准看護師・介護職
員 

人 41.2 42.5 △ 1.3 42.5 46.8 △ 4.3 

うち支援相談員・PT・OT・ST 人 6.8 6.3 0.5 7.0 7.4 △ 0.4 

従事者1人当たり人件費 千円 5,333 5,166 167 4,384 4,566 △ 182 
収支の状況 

事業収益対事業利益率 % 7.5 △ 3.3 10.8 9.1 △3.3 △ 12.4 
人件費率 % 63.0 62.0 1.0 56.8 64.2 △ 7.4 
経費率 % 23.7 25.7 △ 2.0 18.6 21.4 △ 2.8 
減価償却費率 % 2.9 3.6 △ 0.7 4.7 6.1 △ 1.4 
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区 分  
  東京都 全国 差 

  n=61 n=128 東京都-全国 

機能性         

入居定員数 人 14.7 14.8 △ 0.1 
入居利用率 % 94.6 95.4 △ 0.8 
平均要介護度 ― 2.31 2.70 △ 0.39 
入居者1人1日当たりサービス活動収益 円 14,886 12,604 2,282 
従事者の状況         
入居者10人当たり従事者数 人 9.2 9.1 0.1 
うち介護職員 人 7.7 7.6 0.0 
従事者1人当たり人件費 千円 4,123 3,502 621 
収支の状況         
サービス活動増減差額比率 % 2.1 5.4 △ 3.3 
人件費率 % 69.7 68.8 0.9 
経費率 % 24.2 20.4 3.7 
減価償却費率 % 3.7 5.3 △ 1.6 
赤字割合 % 36.1 31.3 4.8 

認知症高齢者グループホーム（経営状況） 

○ 入居利用率は94.6％となっており、全国を若干下回る。 
○ 収益面では、都の介護報酬の地域区分が高いことにより、入居者1人1日当たりサービス活動収益が全国 
   を上回った。 
○ 一方、費用面では、従事者1人当たり人件費が全国を上回り、人件費率も69.7％と全国を上回っている。 
○ この結果、サービス活動増減差額比率（以下「利益率」）は2.1％となり、全国を下回る結果となった。 
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認知症高齢者グループホーム（赤字／黒字施設の比較） 

○ 赤字施設の定員規模は13.4人と黒字施設の15.4人を下回った。 
○ 収益面では、赤字施設の入所者利用率は黒字施設を1.9Ｐ下回った一方、赤字施設では入所者の要介護  
   度が高く、入居者1人1日当たりサービス活動収益が高いことにより、大きな差は無かった。 
○ 費用面では、赤字施設の方が従事者1人当たり人件費が高く、その結果、人件費率が78.4％と黒字施設 
   （65.3％）を大きく上回っており、このことが赤字の大きな要因となっている。 
○ 赤字施設の人件費は全国と比べても極めて高いため、利用者の受入態勢の構築や経費等の見直しを図 
   ることも必要 

    東京都 全国 
区 分    黒字施設 赤字施設 差 黒字施設 赤字施設 差 

    n=39 n=22 黒字-赤字 n=881 n=401 黒字-赤字 
機能性               

入居定員数 人 15.4 13.4 2.1 15.3 13.6 1.7 
入居利用率 % 95.3 93.3 1.9 96.1 93.9 2.2 
平均要介護度 ― 2.24 2.44 △ 0.20 2.71 2.66 0.05 
入居者1人1日当たり 

サービス活動収益 
円 14,579 15,527 △ 948 12,702 12,356 346 

従事者の状況 

入居者10人当たり従事者数 人 9.0 9.6 △ 0.6 8.8 9.6 △ 0.8 
うち介護職員 人 7.5 7.9 △ 0.4 7.5 8.0 △ 0.5 
従事者1人当たり人件費 千円 3,849 4,664 △ 815 3,406 3,724 △ 318 
収支の状況               

サービス活動増減差額比率 % 8.9 △ 11.4 20.3 10.4 △ 7.7 18.1 
人件費率 % 65.3 78.4 △ 13.1 64.8 79.0 △ 14.2 
経費率 % 22.6 27.3 △ 4.7 19.8 22.1 △ 2.3 
減価償却費率 % 2.9 5.3 △ 2.5 4.8 6.4 △ 1.6 
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有料老人ホーム（経営状況） 

○ 入居定員数は65.2人と特養と比較すると定員規模は小さく、入居利用率は下回り、入居者1人1日当たりの 
   サービス活動収益は大きく上回っていた。 
○ 従事者については、従事者１人当たり人件費は3995千円、入居者10人当たり従事者数は7.2人となってお 
   り、特養よりも若干低くなっていたがほぼ同水準であった。 
○ 人件費率は44.7％と特養よりも低くなっていたが、経費率は36.4％と高い水準となっていた。 
○ サービス活動増減差額率は7.6％と特養よりも高い水準となっていた。なお、赤字施設の割合も25.3％と特 
   養よりも低い傾向にあった。 

区 分  
  総数 25人以下 26～50人 51～75人 76～100人 101人以上 

  n=79 n=7 n=28 n=22 n=12 n=10 
機能性               
入居定員数 人 65.2 13.6 36.9 61.0 89.1 161.5 
入居利用率 % 77.3 76.6 85.8 81.9 73.0 71.0 
入居者1人1日当たり 
サービス活動収益 円 17,646 8,147 18,314 18,175 18,171 16,868 

従事者の状況               
入居者10人当たり従事者数 人 7.2 7.1 7.5 7.7 7.3 6.6 
うち生活相談員 人 0.3 0.5 0.4 0.2 0.2 0.2 
うち支援員 人 4.4 5.0 4.8 4.8 4.5 3.4 

従事者1人当たり人件費 千円 3,995 2,604 4,060 4,091 4,109 3,841 
収支の状況               
サービス活動増減差額比率 % 7.6 △ 8.5 8.6 8.0 9.8 5.2 
人件費率 % 44.7 61.6 45.4 47.2 45.0 40.9 
経費率 % 36.4 33.4 30.1 33.3 34.3 46.6 
減価償却費率 % 2.5 1.0 1.0 2.1 3.9 3.2 
赤字割合 % 25.3 57.1 21.4 22.7 25.0 20.0 
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有料老人ホーム（黒字・赤字施設の比較） 

○ 赤字施設の入居定員数は60.5人と黒字施設よりも6.3人少なかった。 
○ 入居利用率は63.2％となっており、黒字施設よりも18.5ポイント下回っている一方で、入居者1人1日当たり 
   サービス活動収益施設も20,976円と黒字施設を4,121円上回っていた。 
○ 人件費に関しては、入居者10人当たり従事者数は赤字施設において多く、従事者1人当たり人件費は、赤 
   字施設が4,226千円と黒字施設を353千円上回っていた。 
○ 赤字施設は人件費率が49.0％と黒字施設の43.5％を上回っていた。また、経費率も40.7％と5.5ポイント上 
   回っていた。 

区 分  
  黒字施設 赤字施設 差 

  n=59 n=20 黒字-赤字 

機能性         

入居定員数 人 66.8 60.5 6.3 

入居利用率 % 81.7 63.2 18.5 

入居者1人1日当たりサービス活動収益 円 16,856 20,976 △ 4,121 

従事者の状況         

入居者10人当たり従事者数 人 6.9 8.8 △ 2.0 

うち生活相談員 人 0.2 0.3 △ 0.1 

うち支援員 人 4.1 5.3 △ 1.2 

従事者1人当たり人件費 千円 3,913 4,266 △ 353 

収支の状況         

サービス活動増減差額比率 % 11.2 △ 4.7 15.9 

人件費率 % 43.5 49.0 △ 5.5 

経費率 % 35.2 40.7 △ 5.5 

減価償却費率 % 2.7 2.0 0.7 
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事業の運営にあたっての課題 

○ 最も重要な課題は、「利用者の確保」（20.4％）が最も高く、次いで「看護職員の確保・定着」（14.8％）が高い。 

○ サービス種別ごとにみると、居宅介護支援・訪問リハ・通所リハ・地域密着型通所介護・認知症対応型通所介護・看多機では   

  「利用者の確保」、訪問介護・通所介護・短期入所生活介護・定期巡回・小多機では「介護職員の確保・定着」、 

  訪問看護・看多機では「看護職員の確保・定着」が最も高くなっている。 
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0.0
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2.1
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0.2

0.7

2.1

1.8

34.8

10.2

26.7

17.2

0.4

0.9

0.2

43.6

17.6

28.5

18.8

27.7

43.8

7.5

13.7

25.4

2.6

7.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

管理者の確保・ 定着

看護職員の確保・ 定着

介護職員の確保・ 定着

夜勤職員・ 宿直職員の確保・ 定着

理学療法士・ 作業療法士・ 言語聴覚士の確保・ 定着

オペーレーターの確保・ 定着

利用者の確保

運転資金の確保

事業所内の職員間の連携

介護支援専門員（ ケアマネジャー） との連携

事業所外の地域の事業所や住民活動等との連携

職員面でのサービスの質の確保・ 向上

器具等の物品面でのサービスの質の確保・ 向上

営業時間やｲﾝﾌｫ ﾏーﾙｻー ﾋﾞ ｽ提供等のｿﾌﾄ面でのｻー ﾋﾞ ｽの質の確保・ 向上

利用者の家族への支援

その他

無回答

最も重要な課題 合計(N=8594)

課題

   オペレーター 

出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部 

    「在宅サービス事業者運営状況調査」（平成２８年度） 



事業開始にあたって困難だったこと 

○ 最も困難だったことは「利用者の確保」（27.0％）が最も高く、次いで「介護職員の確保」（20.9％）が高い。 

○ サービス種別にみると、定期巡回では、「介護職員の確保」が、小多機と看多機では「利用者の確保」が最も高い。 

※ 未実施の事業所の参入する場合の課題としては、「介護職員の確保」が最も高い。 
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3.4

6.8

27.0

0.7

0.7

1.4

31.1

12.8

29.7

18.9

48.6

20.3

12.8

6.8

29.1

4.1

6.1

0.7

12.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

管理者の確保

看護師の確保

オペーレーターの確保

介護職員の確保

夜勤職員・ 宿直職員の確保

介護支援専門員の確保

連携先となる訪問看護事業所の確保

利用者の確保

事業所の確保（ 事業所の場所の確保）

開設資金の確保

その他

無回答

最も困難だったこと 合計(N=148)

困難だったこと
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   オペレーター 

出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部 「在宅サービス事業者運営状況調査」（平成２８年度） 



介護人材の需給推計（東京都） 

出典：東京都高齢者保健福祉計画（平成２7年度～平成29年度） 

平成37年度には約3万6千人の介護職員の不足が見込まれています。 
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介護分野における人材確保の状況と労働市場の動向 
○景気の緩やかな回復基調や労働力人口の減少等を背景に、有効求人倍率は上昇 
○東京都における2015年度介護関連職種の有効求人倍率は4.94倍と、全職業の1.54倍を
大きく上回っており、人手不足が深刻化 

 
【（日本全体）介護関連職種と失業率の関係】 【（東京）介護関連職種と職業計の比較】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  資料：厚生労働省職業安定局「職業安定業務統計」 
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介護分野における人材確保の状況と労働市場の動向（有効求人倍率と失業率の動向）

○介護分野の有効求人倍率は、依然として高い水準にあり、全産業より高い水準で推移している。

（倍）
3.00

有効求人倍率（介護分野）と失業率【16年～27年／暦年別】

6.00

失業率（右目盛） 5.1 5.1
2.59
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2.00

3.9

4.00

4.0

1.82
3.6

3.41.68
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1.02
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有効求人倍率（全職業）
0.48

0.50 1.00

（左目盛） 0.44

0.00 0.00
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注）平成22年度の失業率は東日本大震災の影響により、岩手県、宮城県及び福島県において調査の実施が困難な状況となっており、当該3県を除く結果となっている。
【出典】 厚生労働省「職業安定業務統計」、 総務省「労働力調査」
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採用率・離職率の状況 

○介護職員の採用率は低下傾向である一方で、産業計のそれは上昇傾向 

○介護職員の離職率は低下傾向にあるが、産業計に比べて、やや高い水準 

（注）採用（離職）率＝1年間の入職（離職）者数÷労働者数 
【出典】産業計の採用（離職）率：厚生労働省「雇用動向調査」、介護職員の入職（離職）率：（公財）介護労働安定センター「介護労働実態調査（東京都）」 

 
 

【産業計と介護職員（東京都）の採用率の比較】 

 
 
 
 
 
 
 

【産業計と介護職員（東京都）の離職率の比較】 
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介護福祉士養成施設の定員充足状況 
○リーマンショック以降、養成施設入学者数は増加したが、2010年以降、減少傾向 
○2016年の入学者数は約8000人となり、2006年以降で最も少ない状況 
○介護分野を目指す学生が激減し、中核的な役割を担う「介護福祉士」の養成に影響 

（注）各年4月1日現在 
【資料】厚生労働省社会・援護局福祉基盤課からの提供資料を基に、東京都福祉保健局が作成 

 
 

【定員充足状況の推移（2006年～2016年）】 
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介護労働者の就業実態① ～介護の仕事にやりがいを持って働いている者が多い～ 

○現在の仕事を選んだ理由として、「働きがいのある仕事だから」と回答した者が最多 

○現在の仕事では、「仕事の内容・やりがい」と「職場の人間関係、コミュニケーション」に関
する満足度が特に高い 

 
【現在の仕事を選んだ理由（複数回答）】 【現在の仕事の満足度】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：（公財）介護労働安定センター「2015年度介護労働実態調査（東京都）」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

55.9%

39.3%

37.8%

36.7%

23.0%

22.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

働きがいのある仕事だと思ったから

今後もニーズが高まる仕事だから

人や社会の役に立ちたいから

資格・技能が活かせるから

介護の知識や技能が身につくから

お年寄りが好きだから

59.5%

50.1%

43.2%

34.6%

32.8%

29.8%

27.6%

25.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

仕事の内容・やりがい

職場の人間関係、コミュニケーション

職場の環境

雇用の安定性

労働時間・休日等の労働条件

職業生活全体

勤務体制

キャリアアップの機会
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介護労働者の就業実態② ～働く上での不安・不満等の声が散見～ 

○働く上での不安・不満等として、「人手が足りない」と回答した者が最多 

○その他、「賃金が低い」や「社会的評価が低い」など、自らの業務に対する評価が低いと
いう不満の声も多い 

【労働条件等の悩み、不安、不満等（複数回答）】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：（公財）介護労働安定センター「2015年度介護労働実態調査（東京都）」 
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25.4%

24.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

人手が足りない

仕事内容のわりに賃金が低い

有給休暇が取りにくい

業務に対する社会的評価が低い

身体的負担が大きい

休憩が取りにくい

精神的にきつい
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介護労働者の就業実態③ ～離職理由として「職場の人間関係」とする回答が多い～ 

○仕事をやめた理由として、「職場の人間関係に問題」、「施設等の運営の在り方に不満」
と回答する者が多い 
○「収入が少ない」との回答は第４位で、給料が必ずしも離職理由の最上位ではない 

【仕事をやめた理由（複数回答）】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：（公財）介護労働安定センター「2015年度介護労働実態調査（東京都）」 
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8.0%

6.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

職場の人間関係に問題があったため

法人や施設・事業所の理念や運営の在り方に不満があったため

他に良い仕事・職場があったため

収入が少なかったため

自分の将来の見込みが立たなかったため

新しい資格を取ったから

結婚・出産・妊娠・育児のため

家族の介護・看護のため
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介護労働者の就業実態④ ～新規入職者は他分野からの再就職者が多い～ 

○現在の法人に就職した理由として、「働きがいのある仕事」、「やりたい職種」と回答する
者が多い 
○新規入職者の約85％が「前職あり」と回答し、再就職者が多い 
○前職の仕事内容として、介護関係は約３割にとどまり、他分野からの就職者が多い 

【現在の法人に就職した理由（複数回答）】 

（前職の有無） 

資料：（公財）介護労働安定センター「2015年度介護労働実態調査（東京都）」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【入職者の構成】 

 
 
 
 
 
 

（前職の仕事内容） 
 
 
 
 
 
 

前職あり, 
85.3%

前職なし, 
12.2%

無回答, 2.5%

43.8%

43.0%

42.5%

41.7%

30.8%

26.8%

12.3%

11.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

通勤が便利だから

働きがいのある仕事だと思ったから

やりたい職種・仕事内容だから

資格・技能が活かせるから

人や社会の役に立ちたいから

労働日、労働時間が希望とあっているから

賃金等の水準が適当だから

法人の方針や理念に共感したから

介護関係の

仕事, 28.1%

介護以外の

福祉関係の

仕事, 6.1%

医療関係の

仕事, 19.7%

介護・福祉・

医療関係以

外の仕事, 
58.7%

無回答, 
13.7%
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介護職員の年齢・勤続年数 

 
【勤続年数】≪当該職種・事業所で勤務している年数≫ 

 

〇正規・非正規職員ともに「1～5年」が最も高い。 

 ※平均(正規)…6.1年 

 

〇サービス種別ごとの平均年数（正規職員）は、 

 訪問介護と短期入所生活介護が最も高い。 

 

   ・訪問介護 8.2年 ・通所介護 4.7年 ・通所リハ 5.2年 

  ・短期入所 8.2年 ・定期巡回 3.6年 ・地域密着型デイ 3.1年  

  ・認知症対応型デイ 6.6年 ・小多機 3.3年 ・看多機 2.1年 

 

0.5 11.2 42.6 27.3 18.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非正規 勤続年数 

0年 ～1年 1～5年 5年以上 無回答 

0.6 10.8 40.5 28.4 19.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

正規 勤続年数 

0年 ～1年 1～5年 5年以上 無回答 

 
【年齢】 
 

〇正規職員では「41～50歳」、非正規職員では 

 「51～60歳」が最も高い。※平均(正規)…44.1歳 

 

〇サービス種別ごとの平均年齢（正規職員）は、 

 短期入所生活介護が最も低い。 

 

  ・訪問介護 48.9歳 ・通所介護 40.7歳 ・通所リハ 42.2歳 

  ・短期入所 38.3歳 ・定期巡回 42.6歳 ・地域密着型デイ 41.5歳  

  ・認知症対応型デイ 42.7歳 ・小多機 41.0歳 ・看多機 42.7歳 

 

9.0 23.1 30.6 14.2 

3.7 

0.3 

19.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

正規 年齢 

～30歳 31～40歳 41～50歳 51～60歳 61～70歳 71歳以上 無回答 

2.6 9.2 26.2 30.6 10.3 

0.8 

20.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非正規 年齢 

～30歳 31～40歳 41～50歳 51～60歳 61～70歳 71歳以上 無回答 
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職員の募集方法 

○ 職員の募集方法として利用している方法、最も採用実績の高い方法ともに、「ハローワーク」が最も高くなっている。 

○ 最も採用実績の高い方法をサービス種別ごとにみると、小多機・地域密着型デイ・看多機では「求人広告（新聞折込・インターネット・ 

  フリーペーパー等）に掲載」、訪問介護・訪問看護・訪問リハでは「職員・知人などからの個人的紹介」が最も高くなっている。 
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0.5

14.2

0.1

4.4

1.0

0.3

12.3

9.8

1.9

1.3

1.1

53.0

13.0

55.6

5.1

19.0

13.5

13.4

42.9

40.7

36.0

11.2

5.0

0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

東京都福祉人材センター

ハローワーク

福祉人材バンク

民間の人材紹介会社（ 有料のものに限る）

学校（ 福祉専門学校等） との連携

自治体や民間団体が主催する就職説明会の参加

求人広告（ 新聞折込・ インターネッ ト ・ フリーペーパー等） に掲載

職員・ 知人などからの個人的紹介

自社のホームページの活用

人材派遣会社との契約

その他

無回答

最も採用実績の高い方法 合計(N=8594)

利用している方法
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出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部 

    「在宅サービス事業者運営状況調査」（平成２８年度） 



人材確保の課題 
○ 最も重要な課題は、「求める人材や必要な能力・資格を持った人材の応募が少ない」（29.2％）が最も高く、次いで「人材 

  派遣会社や人材紹介会社に頼らざるを得ないがコストがかかる」（5.1％）が高い。 

○ サービス種別ごとにみると、ほとんどのサービスで、全体で最も高かった項目が最も高く、看多機のみ、「人材の募集・採用 

  に関するノウハウやシステムが確立しておらず、どのような募集・採用活動を行うのが効果的か分からない」が最も高い。 

3.4

29.2

4.4

1.6

5.1

2.4

4.3

0.2

1.0

0.5

48.0

12.2

36.8

19.3

9.3

20.4

18.9

16.5

6.5

2.5

10.1

14.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

人材の募集・ 採用に関するノ ウハウやシステムが確立しておらず、

どのよう な募集・ 採用活動を行う のが効果的か分からない

求める人材や必要な能力・ 資格を持った人材の応募が少ない

応募者の求める処遇・ 報酬等の水準が高く 条件が合わない

夜勤対応やオンコール対応できる人材が確保できない

人材派遣会社や人材紹介会社に頼らざるを得ないがコスト がかかる

求人広告の掲載や求人に係るホームページの維持管理費等の採用

コスト （ 人材派遣等コスト を除く ） がかかりすぎる

離職が多い

補助的な業務等を担う ボランティ ア等が確保できない

その他

特に問題はない

無回答

最も重要な課題 合計(N=8594)

課題

47 出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部 「在宅サービス事業者運営状況調査」（平成２８年度） 



                   人材育成の課題 

○ 最も重要な課題は、「人材育成を行う時間的な余裕がない」（26.5％）が最も高く、次いで「育成しても職員が退職してし 

  まい、技術を持った職員が定着しない」（7.2％）が高い。 

○ サービス種別ごとにみると、すべてのサービスで、全体で最も高い項目が最も高い。 
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6.2

5.9

7.2

1.0

0.8

46.6

20.7

37.8

22.8

27.2

18.1

2.2

11.0

13.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

人材育成のための費用が十分に確保できない

人材育成を行う 時間的な余裕がない

職員の経験・ スキル等の差が大きく パターン化が難しいため、 集合研

修等の効率的な人材育成が図れない

指導できる職員が少ない

育成しても職員が退職してしまい、 技術を持った職員が定着しない

その他

特に問題はない

無回答
最も重要な課題 合計(N=8594)

課題

出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部 「在宅サービス事業者運営状況調査」（平成２８年度） 



人材定着の課題 
○ 最も重要な課題は、「同業他事業所と比べて高い賃金設定」（10.6％）が最も高く、次いで「職場環境の改善（職場でのコ 

  ミュニケーションの円滑化、メンタルヘルスケア対策等）」（10.5％）が高い。 

○ サービス種別ごとにみると、居宅介護支援・訪問介護・小多機では「同業他事業所と比べて高い賃金設定」が、訪問看護・地 

  域密着型通所介護・認知症対応型通所介護では「労働条件の改善（有給休暇の取得、労働時間の柔軟性等）」が、訪問リハで 

  は「職員の専門性・適正・能力等を考慮した人材配置」が、通所介護・通所リハ・短期入所生活介護・定期巡回・看多機では 

  「職場環境の改善（職場でのコミュニケーションの円滑化、メンタルヘルスケア対策等）」が、最も高い。 

4.7

8.8

10.0

10.5

2.3

0.4

10.6

7.8

1.0

0.7

43.4

19.5

28.2

30.8

31.1

28.9

11.1

18.5

29.7

1.5

8.8

11.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

採用面接時のマッ チング向上

職員の専門性・ 適正・ 能力等を考慮した人材配置

労働条件の改善（ 有給休暇の取得、 労働時間の柔軟性等）

職場環境の改善（ 職場でのコミ ュニケーショ ンの円滑化、 メ ンタルヘ

ルスケア対策等）

多様な研修機会の確保

資格取得支援の充実

同業他事業所と比べて高い賃金設定

能力や成果に応じた昇格・ 昇給体系

その他

特に問題はない

無回答

最も重要な課題 合計(N=8594)

課題

49 出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部 「在宅サービス事業者運営状況調査」（平成２８年度） 



新しい地域支援事業開始後に創設された生活支援サービス① 

注釈 平成28年4月時点で介護予防日常生活支援総合事業へ移行した自治体を対象に調査 

出典 平成28年12月 厚生労働省調査より「介護予防日常生活支援総合事業 実施状況結果」の数値を抽出 

新たに創出されたサービスのうち、これからの生活支援サービスの担い手として期待される住民主体の支援の
実施率は全国的に低い。（都内は全国平均よりやや低い。） 
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新しい地域支援事業開始後に創設された生活支援サービス② 

※調査対象は、平成28年4月までに事業を実施した全国514自治体（うち、都内は32自治体） 

注釈 平成28年4月時点で介護予防日常生活支援総合事業へ移行した自治体を対象に調査 

出典 平成28年12月 厚生労働省調査より「介護予防日常生活支援総合事業 実施状況結果」の数値を抽出 
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地域包括支援センターの設置状況 

出典：①「地域包括支援センターが行う包括的支援事業における効果的な運営に関する調査研究事業」（2016年度厚生労働省老人保健健康増進等事業によ
る調査）②総務省統計局人口推計（http://www.stat.go.jp/data/jinsui/2016np/index.htm）  

注釈：①は各年4月末時点、②は10月1日時点の数値 

地域における高齢者のワンストップ窓口である「地域包括支援センター」の設置数は毎年増加。 
人口が集中する東京都においては、センター１か所あたりの高齢者の平均人数が全国平均を上回る。 

4,905  
4,685  4,557  4,484  4,328  4,224  4,065  

417  399  394  381  369  364  359  

7,052  
7,229  7,242  

7,114  7,115  7,044  
7,253  

7,482  

7,682  7,642  7,648  7,621  

7,453  

7,462  

2016年 2015年 2014年 2013年 2012年 2011年 2010年 

全国 東京都 １か所あたり高齢者数（全国平均） １か所あたり高齢者数（都平均） 

１か所あたり高齢者数は 
全国平均を上回る 
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地域包括支援センターの担当圏域における高齢者人口の規模 

注釈 

出典：「地域包括支援センターが行う包括的支援事業における効果的な運営に関する調査研究事業」（2016年度厚生労働省老人保健健康増進等事業による調査） 

 

担当圏域の高齢者人口が5千人以上のセンターは全体の８割超（全国では63.9%）に上り、 
全国で最も高齢者人口が増加すると見込まれる東京においては、 
各地域の地域包括支援センターの業務量がさらに増大することが予想される。 

3.3% 

13.0% 

19.7% 

43.5% 

17.8% 

2.6% 

4.6% 

3.8% 

11.3% 

57.6% 

18.7% 

4.1% 

無回答 

３千人未満 

３千～５千人未満 

５千～１万人未満 

１万～３万人未満 

３万人以上 
東京都 

全国 

担当圏域の65歳以上人口の分布（％：2016年調査） 

80.4% 
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地域包括支援センターの設置状況（直営・委託の割合） 

注釈 

出典： 「地域包括支援センターが行う包括的支援事業における効果的な運営に関する調査研究事業」（2016年度厚生労働省老人保健健康増進
等事業による調査） 

 

地域包括支援センターは、全国で4,905か所、東京都で417か所設置されている。 
直営・委託の別を見ると、東京都は全国に比べて委託の割合が特に高く、94％となっている。 

地域包括支援センターの設置数及び直営・委託別（2016年調査） 

都内のセン
ターは委託の
割合が高い 

直営 
23か所 

6% 

委託 
394か所 

94% 

東京都（計417か所） 

直営 
1,226か所 

25% 委託 
3,679か所 

75% 

全国（計4,905か所） 
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地域包括支援センターの24時間対応の状況 

出典：「地域包括支援センターが行う包括的支援事業における効果的な運営に関する調査研究事業」（2016年度厚生労働省老
人保健健康増進等事業による調査） 

 

・介護離職ゼロの実現には、夜間・休日にも相談できる体制が求められるが、24時間開所しているセンターの数
は少ない（全国19か所、都内2か所）。 
⇒ 24時間開所のセンター数の増加等、相談体制の強化が課題 

24時間365日開所 0.5% 

24時間365日開所 0.4% 

閉所時は携帯電話 

に転送して対応 
45.6% 

41.8% 

法人内の別事業所が対応 
27.8% 

28.4% 

対応 

していない 
10.8% 

8.3% 

その他 
15.3% 

21.0% 

無回答 

0.2% 

0% 50% 100%

東京

都 

全国 

２４時間の対応状況（全国・東京都） 
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高齢者の社会参加の状況（東京都） 

注釈 

出典：東京都福祉保健局総務部 福祉保健基礎調査「高齢者の生活実態」（平成２７年度） 

高齢者の過去１年間の社会参加の状況（複数回答）は、「活動はしていない」が最も高い。 

56 

7.7% 

0.7% 

0.9% 

1.6% 

1.9% 

2.1% 

2.5% 

3.0% 

3.9% 

6.2% 

7.8% 

12.7% 

15.2% 

36.4% 

45.9% 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

無回答 

外国人を支援する活動 

その他 

子育てを支援する活動 

障害のある人を支援する活動 

青少年の健やかな成長・非行防止のための活動 

介護が必要な高齢者を支援する活動 

一人暮らしなど見守りが必要な高齢者を支援する活動 

地域の伝統や文化を伝える活動 

防犯や災害時の救援・支援をする活動 

環境保全、環境美化、リサイクルなどの活動 

地域行事（地域の催し物の運営、祭りの … 

自治会、町内会、老人クラブ、ＮＰＯ団体 … 

 趣味・学習・スポーツ活動 

活動はしていない 
総数=4,390人 



近所付き合いの程度（東京都） 

注釈 

出典：東京都福祉保健局総務部 福祉保健基礎調査「高齢者の生活実態」（平成２７年度） 

近所付き合いについては、「付き合いがない」高齢者が１割程度いる。 
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お互いに訪問し合う

人がいる 

18.9% 

立ち話をする程度の

人がいる 

41.3% 

あいさつをする程度

の人がいる 

29.7% 

付合いがない 

10.2% 総数=4,341人 



高齢者の就業状況（東京都） 

注釈 

出典：東京都福祉保健局総務部 福祉保健基礎調査「高齢者の生活実態」（平成２７年度） 

高齢者の約２５％程度が何らかの職についています。 
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21  

9  
3  1  0  

34  

16  

11  

7  

4  
2  

40  

36  

20  

10  

5  

2  

74  

42.6% 

28.6% 

17.8% 

10.6% 

5.5% 

24.7% 

52.3% 

36.9% 

24.4% 

15.7% 

9.8% 

33.8% 33.4% 

21.5% 

12.8% 

7.2% 

3.6% 

17.7% 

41.4% 

25.3% 

15.3% 

8.8% 

3.9% 

22.5% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

0

10

20

30

40

50

60

70

80

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85歳以上 （65歳以上） 

（万人） 

自営業者等（男女計） 

雇用者（男女計） 

就業率（男女計） 

就業率（男性） 

就業率（女性） 

【全国】就業率（男女計） 


